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大学における障害のある学生のための
情報支援の方法とその課題

― 広島大学の事例 ―
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　　 In recent years, ways of providing informational support for students with disabilities in 
universities have become important topics from the point of view of classroom accessibility.　In 
universities, with advanced educational content, it is not easy to secure the services of the optimal 
support persons such as Note Takers and Braille transcribers, and the actual situation is that there are 
gaps in the contents of support among universities.　In this paper, the case of informational support 
in Hiroshima University is reported, issues in informational support are reviewed and the methodology 
of sustainable informational support is discussed.
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Ⅰ．はじめに

　高学歴化が進む昨今，障害のある学生（以下，
障害学生）の大学進学の機運も高まっており，高
等教育における障害学生修学支援の在り方や高等
教育のユニバーサルデザイン化の取組が注目を集

めている。我が国の高等教育は，当該年齢層の進
学率が50％を超えるユニバーサル段階にあり，今
後，高等教育で学ぶ学生層や修学のニーズは顕著
に多様化していくことが予想される。情報技術の
進歩と社会環境の変化も手伝って，障害学生や高
齢者や海外からの留学生など多様な学生が大学で
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学ぶケースも増えている。しかしながら，従来の
教授法や教育支援方法では，障害者や高齢者，留
学生などの受講は想定されておらず，大学教育の
新たな課題として「アクセシビリティ」「ユニバー
サルデザイン」の視点にたった教授法・教育支援
方法の開発が求められている。
　このような背景の中，情報保障をどのように行
うかという点が大学教育における顕著な課題と
なっている。特に，視覚や聴覚に障害のある学生
に対する情報保障では，音声情報→視覚情報の変
換，視覚情報→音声情報・触覚情報への変換が必
要となるが，多くの教材や教授法は，このような
変換が必要になることを想定して構成されてはい
ないため，授業担当教員が一人で情報保障を行う
ことは難しく，筆記通訳や手話通訳，点訳や音訳
に関する一定のスキルを有する特別な支援者を配
置し対応することが一般的である。
　日本学生支援機構が全国の大学等（大学・短期
大学・高等専門学校）に対して2008年に行った実
態調査1）によると，大学等に在籍する障害学生数
は6,235人（視覚障害646人，聴覚・言語障害1,435
人，肢体不自由2,231人，重複139人，病弱・虚弱
1,063人，発達障害299人，その他422人），全学生
数に占める障害学生の割合は0.2％，約500人に１
人の割合である。障害学生が１人以上在籍する大
学等の数は719校で，全体に占める割合は59％で
ある。特に発達障害の学生の在籍率の伸びが顕著
であり，今後も修学支援を必要とする障害学生の
在籍率は伸びていくことが予想される。その中で，
筆記通訳や手話通訳などの具体的な授業支援を
行っている大学等の数は543校で，全体に占める
割合は，44.6％であり，障害学生に対する修学支
援は，多くの大学等にとって，身近な問題となり
つつある。その一方で，支援体制の整備は多くの
大学で脆弱である現状がある。2007年度の日本学
生支援機構の調査結果によると，支援に関する規
程を設けている大学等は97校で全体の7.9％，委
員会組織を設けている大学等は129校で全体の
10.5％，支援室など専門の組織を設置している大
学等は44校で全体の3.6％，専任の担当者を配置
している大学等が35校，兼任の担当者を配置して

いる大学等が138校である。これらの数値は，多
くの大学等が組織的な支援を行うことが難しい現
状を示している。
　日本学生支援機構の調査からも明らかになった
ように，障害学生の在籍率は，0.2％と極めて少
なく，その中でも通訳等の特別な支援者を必要と
する学生が在籍している状況は，多くの大学に
とって恒常的なものではなく，支援のニーズに
応じて対症療法的な対応を行っている現状がある
ものと考えられる。人の手による支援は，柔軟な
対応が可能で情報支援の質的担保に優れている
場合が多い一方で，人材確保とそのコーディネー
トに多くの課題を抱えている。人的負担の軽量
化および情報支援の量的・質的な向上のために
は，積極的な ICT（Information Communication 
Technology）活用が必要であるものと考えられ
るが，ICT の導入負担やランニングコスト，対
費用効果の不透明性など，こちらも課題が多い。
大学教育の AD（Accessible Design）確立のため
には，情報保障のための人的支援および ICT 活
用の問題点を整理し，ICT 利活用を前提とした
持続可能な情報保障の方法について議論する必要
がある。
　本稿では，大学における情報支援の課題を整理
し，広島大学で積極的に取り組んできた ICT を
活用した情報支援の事例を報告するとともに，
ICT を活用した情報支援の方法論を提案する。

Ⅱ．方　法

　最初に，大学における情報支援の代表的な課題
として，視聴覚に障害のある学生に対する情報支
援の課題を整理し，課題解決のためのポイントを
整理する。
　次に，広島大学が積極的に取り組んできた ICT
を活用した情報支援の事例を，１．視覚障害のあ
る学生（弱視：墨字使用）２．視覚障害のある学
生（点字使用）３．聴覚障害のある学生の対象別
に整理し検証する。
　最後に，最初に挙げた課題解決のためのポイン
トと広島大学の事例の比較・検討を行い，実施可
能・持続可能な情報支援方法開発の方法論を提案
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するとともに，大学における障害のある学生のた
めの情報支援の今後の課題について言及する。

Ⅲ． 情報支援の課題と課題解決のための
ポイント

１．弱視の学生に対する情報支援の課題
　弱視の学生の情報支援のポイントは，「読みや
すい文字（コントラスト，大きさ，書体など）」
を「目を近づけて視認できる」ようにすることに
ある。視認性・可読性の確保のための ICT 活用

（拡大機器など）が必要であるが，一般には，教
室設備が対応していないため，機材の設置など事
前準備の必要があり，機材が特殊なものになれば，
対応できる人材も限られることになる。事前準備
負担の軽量化が課題となっている。

２．点字使用学生に対する情報支援の課題
　「見えなくても理解できるようにする」ことが
必要であり，視覚情報→音声情報・触覚情報の変
換を簡便に効率よく行うかがポイントとなる。視
覚情報→音声情報・触覚情報の変換を効率よく行
い，できるだけ多くの人がこの変換ができるよう
にと考えると，ICT の活用が必要となる。実施
容易性や持続可能性を考慮すれば，点字等の特別
な知識がない学生や教職員でも作業ができること
が理想的である。視覚情報→音声情報の変換にお
いては，印刷物のテキストデータ化→画面読み上
げソフトウェアによる音訳というステップが可能
であり，視覚情報→触覚情報の変換においては，
印刷物のテキストデータ化→自動点訳ソフトウェ
アによる点字化→点字印刷といったステップが可
能である。印刷物のテキストデータ化の過程には，
印刷物→ OCR →誤認識修正というステップ，音
声認識技術を活用した口述筆記，人の手によるテ
キスト入力などの方法が考えられる。通常，点訳
作業には，人手と時間を多く要する。大学で取り
扱う教材においては，高度に専門的な内容が含ま
れることが点訳作業を難しくする場合がある。専
門的な内容の点訳作業をいかに効率よく行うかが
課題となる。

３． 聴覚に障害のある学生に対する情報支援の
課題

　聴覚障害のある学生に対する情報支援において
は，「聞き取りやすくする」「視覚情報で補足し話
の流れを分かりやすくする」「音声情報を視覚情
報で代替する」「聞き取れなかった場合の事後確
認を可能とする」といった点がポイントになる。
大学における聴覚障害のある学生に対する情報支
援の方法としては，講義内容を要約して「手書き」
または「タイピング」により筆記し，通訳を行う

「要約筆記」が有力な情報支援の手法として確立
している。「手書き」や「タイピング」の技術そ
のものは，難しくはないが，筆記速度に比べて著
しく速い話速に追従し筆記通訳を行うことは，容
易ではない。このため１つの講義に２名以上の通
訳者（要約筆記者）が配置されることが一般的で
ある。専門的な内容で，通訳者が講義内容に対す
る予備知識がない場合などは，要約自体が難しく
なってくる。聴覚に障害のある学生が受講する授
業に合わせて，各授業に２名の通訳者を配置する
ことは容易ではない。有効な情報支援の方法とし
て確立している「要約筆記」を行う通訳者には，
支援スキルと授業内容を理解できる専門性という
制約がかかるため，多くの大学で，人材の確保と
質の担保が大きな課題となっている。

４．情報支援の課題解決のためのポイント
　上記１．～３．の課題を考慮すると，大学におけ
る情報支援の課題解決のための方向性として，
　（1） 特別な支援スキルを必要としない支援方法

であること
　（2） 授業内容に関する専門知識を必要としない

支援方法であること
　（3）導入上の人的制約が少ないこと
　（4） 特別な ICT 知識を必要としない支援機器

であること
　（5）導入上の物理的制約が少ないこと
　（6） 定量的・定性的に最適な支援を選択するこ

と
を考慮した支援方法の開発が必要であるものと考
えられる。
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　（1）が満足されていれば，授業担当教員や大学
院生，同じ講座の学生など，授業内容に対する専
門的な知識がある学生の参加が容易となり，専門
性への対応が容易となる。（2）を満足していれば，
専門性の制約が除かれ，特別な支援者の確保が容
易となる。（3）は，専門性や技術などの支援者確
保の制約や制度上の制約や時間的な制約など支援
者の選択に係る制約が少ないことなどが含まれ
る。（4）が満足されれば，機材設置や運用のため
の人材の選択肢が広がることになる。（4）に加え
て（5）が満足されれば，準備負担が軽量化され，
特別な支援者への依存も軽減できる。（6）により，
支援の過剰や不足を回避し，支援に係る負担の最
適化を図ることで，持続可能性を高めることがで
きる。

Ⅳ． 広島大学における ICTを活用した情報
支援の事例

　広島大学は，全国の大学に先駆けて学内規則「障
害学生の就学等の支援に関する規則」を定め，全
学的な支援委員会を設け，支援の拠点として「ア
クセシビリティセンター」を有するなど，全国的
にも支援体制が充実している大学の１つである。
　予算と人手をかければ，障害学生が何不自由な
く修学できるよう手厚い支援を行うことも可能で
あると考えられるが，現状では，卒業後も同じ環
境が保障されることは期待できない。したがって，
広島大学では，入学後から卒業まで，徐々に本人
の支援からの自立度を高めていき，卒業後の環境
に応じて自ら必要な支援をコーディネートできる
よう育成することを念頭においた支援を行ってい
る。このため○○障害に対しては，○○支援とい
うステレオタイプの支援にならないよう，状況に
応じて最適な支援方法を選択できるよう，多様な
支援方法の導入を積極的に行ってきている。以下，
広島大学で行っている ICT を活用した情報支援
の事例を整理する。

１． 視覚障害のある学生（弱視：墨字使用）を
対象とした情報支援事例

　支援を申請する学生は，低視力であるだけでな

く，視野に制約があったり，色覚に制約があった
り，適度な明るさに制約があったりする場合が多
い。いわゆる弱視の学生であるが，ここでは，文
字の読み書きには，墨字（点字に対して，晴眼者
が読んでいる文字を墨字という）を使用している
学生対して，広島大学が行っている ICT を活用
した支援の事例について整理する。
　以下ニーズ別に情報支援の選択肢を整理する。
１ ）黒板の文字が見えない。書き取りに時間を要
する

　（1）座席指定（2）単眼鏡の貸与（3）拡大読書
器の貸与（4）記録メディア（IC レコーダー，デ
ジカメ，デジタルビデオカメラ等）の貸与（5）
講義ノートの代筆　等が支援の選択肢としてあり
うる。「単眼鏡」等を使用することで，黒板の文
字を読める場合でも，視野に制約があるため，読
み書きに時間を要する。このため，（4）や（5）
の支援が必要になる場合がある。講義ノートの代
筆は，授業終了時に受講者のノートのコピーをと
ることで対応できるため，配置が容易であるが，
板書が多い授業だけに配置する学生がほとんどで
ある。
２ ）コンピュータープレゼンテーションの画面が
見えない

　Power Point などのコンピュータープレゼン
テーションを使用する授業が増えている。このよ
うな授業では，授業情報が電子化されているため，
ICT を活用した加工が容易であり，アクセシビ
リティ上の対応は比較的行いやすい。Power 
Point などのコンピュータープレゼンテーション
は加工が容易であるが，スクリーンに映し出され
ることが一般的であるため，「近づいて視認でき
ない」という難点がある。支援の選択肢には，（1）
座席指定（2）スライドのハンドアウトを配布す
る（3）プレゼンテーション画面を手元の個別モ
ニターに分配する。がある。（3）の個別モニター
への分配は，タブレット PC などで直接画面に書
き込みを加えるタイプの授業でも対応が可能であ
る。個別モニターの設置の難点は，配線や設置に
手間を要する点にあるが，無線を使用した画面共
有が円滑になり，モニターの軽量化がなされれば，
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この問題は改善され（2）の支援よりも導入が容
易になる可能性がある。
３）ビデオ教材の画面が見えない
　コンピュータープレゼンテーションと同じく，

「近づいて視認できない」点が問題であるが，動
画の場合，ハンドアウトでの対応には限界があ
る。支援の選択肢には，（1）座席指定（2）個別
モニターへの画面の分配（3）動画のコピーをノー
ト PC で再生する，がある。状況によっては，（2）
より（3）の方が導入が容易な場合もある。
４）配布資料が読みづらい
　「手元で拡大して読めるようにする」というア
プローチになる。支援の選択肢は，（1）拡大コピー

（2）携帯型拡大読書器の貸与（3）電子データ化
し拡大，がある。拡大コピーは容易に対応でき有
効な情報支援の1つであるが，コピーが嵩張って
しまうという難点もある。今後は電子書籍利用が
進むことが予想される。印刷物を電子書籍化し携
帯端末上で拡大することが拡大コピーに代わる手
軽な情報支援となることが期待できる。
５）実験や実習の際の細かい操作が難しい
　「拡大したものを近づいて視認できるよう」に
できる方法を考える。支援の選択肢としては，（1）
携帯型拡大読書器の貸与（2）デジカメ・デジタ
ルビデオの貸与（3）CCD カメラ映像のモニター
投映，がある。

２． 視覚障害のある学生（点字使用）を対象とし
た情報支援事例

　高校まで読み書きに点字を使用してきた学生の
場合，弱視の学生であっても墨字で書かれた印刷
物を読み書きに使用することには，大きな困難が
伴う場合が多い。この場合，情報支援の方法とし
ては，視覚情報→音声情報・触覚情報の変換が必
要になる。
１ ）点字の知識がない学生や教職員による点訳
作業

　広島大学では，点字の知識がない学生や教職員
が「自動点訳ソフトウェア」を使って点訳作業を
行うことを前提として，点訳支援を行っている。
このため広島大学アクセシビリティセンターで

は，自動点訳を行った後に，特殊文字の入力やレ
イアウト修正を行わなくて良いようにテキスト
データ作成の段階で独自のガイドラインを作り，
点訳作業を行っている。ガイドライン作成のポイ
ントは，「点訳ソフトウェアの性能に合わせて，
自動点訳前にレイアウト修正，見出し処理，図表
処理，特殊文字の処理は行う。」「自動点訳後の修
正は，漢字の読み間違え修正のみとする」である。
ガイドライン作成の際には点字に対する最小限の
知識と時間を要するが，ガイドラインができた後
は，点字の知識がなくても機械的に点訳作業が行
えるため，点訳作業にあたれる人材のハードルは
低くなる。
２ ）ドイツ語，ロシア語等，英語以外の言語への
対応

　自動点訳ソフトウェアは，日本語と英語（アル
ファベット）の自動点訳には対応しているが，ウ
ムラウト等の特殊文字は自動点訳を行えない。そ
もそもウムラウト等の特殊文字は，ワープロソフ
ト上でも表記するのに一手間必要になるので，本
人および授業担当教員との協議の結果，ue, ae, 
oe, ss といったアルファベットによる翻字を使用
することにした。手入力を行えば，特殊文字の点
訳も可能であるが，レポートや試験のことも考え
て，翻字対応とすることにした。多言語を使用す
る授業でも本人および授業担当教員と協議し，可
能なものについては翻字対応，翻字対応ができな
い言語に関しては，対面朗読対応とし大きな混乱
はなかった。
３）音声記号への対応
　この場合も，特殊文字の点字を手入力しなく
て良いように，学生本人および授業担当教員と
協議の上，国際音声記号の文字記号を ASCII 文
字のみで，表記することが可能な X-SAMPA

（Extended SAM Phonetic Alphabet）に置き換
えることで対応した。
４）試験対応：問題の点訳とパソコンによる回答
　学期中の点訳支援の方法に準じて，試験問題に
関しては点訳を行い，解答はパソコンで行う方法
を採用している。このことにより，点字→墨字の
翻訳が不要となり，学生本人の解答を，翻訳を経
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ずに教員に提出することが可能となる。問題の点
訳は，良く行われているが，画面読み上げソフト
ウェアを活用したパソコンによる回答は，大学入
試センター試験の特別措置としても未だ実施され
ておらず，基準となる手法が確立していないと言
える。パソコン受験の際の留意点は，「パソコン
使用による不正や有利・不利が生じないよう公平
性を担保すること」と，「パソコントラブル時へ
の対応策を用意しておくこと」である。広島大学
では，以下の点に留意して，パソコンによる回答
を実施している。
● 授業担当教員とは，パソコンにトラブル時の対

応を事前協議しておく。
● 本人が使用に慣れた試験用ノートパソコンを用

意する。
● 解答用紙をテキストデータの形で用意する。
● 解答を行うテキストエディタは，自動保存を行

う設定にしておく。
● 試験監督は，回答の進捗をつぶさにチェックす

る。
● 試験終了後に本人と試験監督とで解答内容を確

認する。
● 解答をプリントアウトしたものを，授業担当教

員に提出する。
　問題の形式にもよるが，パソコンによる回答に
は，漢字変換などをチェックするのに時間を要す
る場合がある。このため，パソコン受験時の時間
延長は，1.5倍から２倍程度を必要に応じて認め
ている。

３． 聴覚障害のある学生を対象とした情報支援
事例

１）聞こえの質の担保「聞き取りやすくする」
　「聞き取りやすくする」ための方法として，「話
者の声を耳元に直接クリアの音声で届ける」，
FM 補聴器，赤外線補聴器，無線補聴，有線補聴
などの方法があり，広島大学では，これらの方法
を必要に応じて選択できるようにしている。
　これらの機器を導入する際に重要視しているポ
イントに「携帯性」がある。
　普段の学生生活で携行できる「携帯可能なもの」

である FM 補聴器と有線補聴器具は，当該学生
に貸与している。赤外線補聴器，無線補聴器具も，

「一人で持ち運び可能（鞄１つで持ち運べるもの）」
なものを導入しており，特別な支援者がいなくて
も，本人が設置できるようにしている。また聞き
洩らしへの対応のため，必要に応じて IC レコー
ダーの貸与も行っている。
２）教材支援
　「視覚情報で補足し話の流れを分かりやすくす
る」という点において，教材支援は有益である。
一般に Power Point などのコンピュータープレ
ゼンテーションを使用する授業では，話の流れ，
話の現在地が分かりやすいため，「視覚情報で補
足し話の流れを分かりやすくする」という効果が
期待できる。話の流れと現在地が明確であれば，
聞き取れなかった部分の補間もしやすくなるから
である。ビデオ教材は，あらかじめシナリオが決
まっており，無駄が少ないため，筆記通訳などの
対応が難しいとされるが，事前の文字起こしが可
能であれば，情報保障の効果が高い。広島大学で
は，ビデオ教材の文字起こし作業に，音声認識ソ
フトウェアを導入し，文字起こし作業の効率化を
図っている。正確な数値を見積もるのには，デー
タの蓄積が必要であるが，音声認識ソフトウェア
を導入した場合，文字起こし作業に係る作業時間
は，一般にタイピングと比較して半分以下に短縮
することが可能である。広島大学では，Power 
Point などのコンピュータープレゼンテーション
を使用する授業を中心に，音声認識技術を活用し
て音声字幕付き講義録の WEB 配信を行ってい
る。音声認識技術の水準では，講義音声をそのま
ま認識して満足のいく認識率を期待することは，
現実的ではないため，この場合は，誤認識を編集
したものを授業後に WEB 配信するという方式を
とっている。
３）通訳方法の拡充
　広島大学では，聴覚障害のある学生に対する情
報支援として，次の４タイプの通訳者の配置を
行っている。
　（1）ノートテイク・type 1（講義ノートの代
筆）：話の聞き取り（口の動きの読み取り）に集
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中しやすいように行うものである。
　（2）ノートテイク・type 2（代筆＋ポイントテ
イク）：話に集中していても聞き漏らしや聞き違
いが顕著である学生を対象に行っているものであ
る。この場合の通訳者は，必要に応じて筆記通訳
を行うため，広島大学では「ポイントテイク」と
よんでいる。フルタイムで通訳を行う要約筆記と
比べて，通訳者の負担が軽いため１名の配置で対
応が可能である。
　（3）ノートテイク・type 3（要約筆記）：広島
大学では，「手書き」と「タイピング」の組み合
わせで配置を行う場合が多い。「手書き」と「タ
イピング」を組み合わせることで，多様な授業ス
タイルに対する柔軟な対応が可能となり，機器設
置の煩雑さを回避することができ人員の確保も比
較的容易である。教室でパソコン要約筆記を行う
場合は，軽量のネットブックと USB 接続のサブ
モニタを使用している。
　（4）要約リスピーク通訳（遠隔・音声認識）：
講義音声をクリアな発声（音声認識ソフトウェア
に認識されやすい言葉）で復唱し，音声認識ソフ
トウェアを通して行う口述筆記通訳方法のことで
ある。広島大学では，要約復唱を行うことで，認
識率を90％以上に高め，誤認識編集を前提としな
い要約口述筆記通訳を行っている。音声情報→視
覚情報の変換においては，音声認識技術の活用が
次世代の強力な支援ツールとして期待できるが，
音声認識技術の利用は容易であるにもかかわら
ず，認識率や導入負担・運用負担，負担対効果の
不透明性から，実際の教育現場で活用されている
事例は少なく，標準的な音声認識技術を活用した
教育支援方法は確立していない。は，導入が容易
で実用性の高い支援方法として，広島大学が試行
的に行っている支援の一つである。リスピーク通
訳では，復唱を行うため，教室内で通訳を行わず
遠隔で通訳を行っている。遠隔の通信には，
Skype の無料ビデオ通話要約リスピーク通訳の
方法を利用し，教室とアクセシビリティセンター
をつないでいる。通常リスピーク通訳を行う場合
は，教室に１名の手書きのポイントテイカーを配
置している。遠隔通訳を行う場合，教室内には，

通訳者１人の配置で対応できるため，教室が満席
に近い場合にも導入しやすいという利点がある。

４．考　察
　視聴覚に障害のある学生に対する情報支援で
は，通訳を行う特別な支援者と ICT の利活用が
必要となるが，支援スキルと専門性の制約が特別
な支援者の確保を難しくしており，ICT に対す
る知識や支援機材導入の物理的制約が ICT を利
活用した新しい支援方法の導入を難しくしてい
る。
　日本学生支援機構の調査が示すように，点訳者
や筆記通訳者といった特別な支援者を多く要する
情報支援を継続して行うことが出来るような支援
体制を構築している大学は未だ稀であり，多くの
大学で，継続されない対症療法的な対応に追われ
ている現状があるものと考えられる。人的制約や
物理的制約が少なく，実施および継続負担が少な
い支援方法の開発が必要である。広島大学の事例
では，支援スキル（通訳技術や点訳技術など）要
求を下げる工夫（要約筆記→要約復唱，自動点訳
を前提としたガイドラインなど）が行われており，
ICT 利活用においては，導入における技術的制
約・物理的制約を少なくする工夫（軽量化，簡単
化）がなされており，導入負担の軽量化が図られ
ている。また支援方法の選択肢を増やすことで，
支援の最適化を図っている。大学毎の支援体制の
違いに依存せず実施可能・持続可能な情報支援方
法を開発するためには，支援の軽量化と支援方法
の選択肢を拡充することが必要である。具体的に
は，新しい支援方法を開発するための方法論とし
て次の４つの要素が必用であるものと考えられ
る。
１）支援の最適化のための支援の選択肢の拡充
　ステレオタイプの支援ではなく，ニーズに最適
化された支援を検討することで，支援の負担を最
適な程度に軽量化することができ，実施可能性・
持続可能性を高めることができる。支援の最適化
を可能とするためにも同種のニーズに対してニー
ズの程度に合わせた支援が選択できるよう，多様
で実施可能な支援方法を開発することが必要であ
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る。広島大学の事例では，例えば，聴覚障害のあ
る学生に対する通訳方法の拡充が該当する。
２ ）ICT を活用した人的負担・人的制約の少な
い支援方法の開発

　支援の実施容易性は，人的負担と人的制約の多
寡に依存する。人的負担・制約を軽減し実施を容
易とするためには，ICT の積極的活用が必要で
ある。ICT の積極的活用を可能とするためには，
ICT利活用のための障壁を取り除く必要がある。
既存の ICT を活用するためには，既存の ICT 活
用を前提として，人的負担・人的制約の少ない支
援方法を再構築する必要がある。広島大学の事例
では，既存の音声認識技術，自動点訳技術の利用
することを前提・出発点として，特別な支援スキ
ルや ICT に関する予備知識を必要としない支援
方法の工夫を行っている点が，支援方法の再構築
に該当する。
３ ）ニーズがないときも持続できる支援方法の
開発

　障害学生のニーズは，年度によって大きく変動
する。変動するニーズに恒常的に対応できる専門
的な支援体制を構築することは，多くの大学に
とって容易ではない現状がある。特別な支援者の
数を維持し，支援ニーズの最大値に合わせた支援
体制を維持することは，容易でない。「ニーズが
ないときも持続できる支援方法」のポイントは，
数年のタイムラグがあっても，速やかに再始動で
きる支援方法を開拓することにある。一つのアプ
ローチは支援スキルに依存せず，人的制約が少な
い支援方法を開発することにあり，もう一つのア
プローチは，障害による支援ニーズ以外にも需要
がある支援方法を開発することにある。
　広島大学の事例では，支援スキルの制約を取り
除くために，自動点訳後の点字加工は行わない（漢
字の読みのチェックを除いて）ことを前提として，
翻字や X-SANMPA を導入しガイドラインを作
成した事例が前者に該当し，既存の音声認識技術
活用を前提とした要約リスピーク通訳の方法や声
認識技術を活用して音声字幕付き講義録の WEB
配信が前者および後者のアプローチに該当する。

４  ）ユビキタスな支援：時と場所を選ばない支援
方法の開発

　広島大学の事例から，ICT の導入の課題は，
ICT 機器の設置上の制約，ICT 利用のための入
力作業などの準備負担，ICT 機器のトラブル対
応にあるものと考えられる。何処でも何時でも実
施可能な支援方法の開発のためには，「携帯性」「可
搬性」「設置容易性」「操作容易性」「機器トラブ
ル対応等のリスクマネージメント」「導入コスト
とランニングコスト」などの要素がポイントにな
るものと考えられる。時と場所を選ばない支援方
法は，特別な支援者に依存しない「携帯可能」な
支援方法を志向するため，支援機材の簡素化・軽
量化・安定化などの要素が含まれる。

Ⅴ．まとめ

　2000年代に入って，我が国の高等教育機関にお
ける，障害学生支援の取組は大きく進んできてい
るが，その支援体制に関しては，大学間で大きな
開きがあり，取組の標準化も進んでいない。新し
く支援を開始する大学は，必然的に取組が進んで
いる大学を参考にして支援を行うことが多くなる
が，従来の支援方法の中には，支援体制が整って
いなければ実施が困難なものも少なくない。
今後，取組が進んでいる大学だけでなく，大学に
寄らず一定のアクセシビリティを担保できるよう
にしていくためには，支援体制の規模や質に依ら
ず実施可能・持続可能な支援方法の開発と標準化
を進めていく必要がある。
　本稿では，実施可能・持続可能な支援方法の開
発を志向する広島大学の取組事例を整理・検証す
るとともに，新しい情報支援方法の開発のための
方法論を提案した。「ICT を活用した支援方法の
開発」に関する議論はこれまでも多くなされてい
るが，「支援の最適化」「支援の選択肢の拡充」「持
続可能な支援」「ユビキタスな支援」に関する十
分な議論はなされていない。今後，大学教育のア
クセシビリティの担保に必要となる ICT を活用
した支援方法の開発とともに，ICT を活用した
情報支援・教育支援の実効的・実用的なアクセシ
ブルデザインに関する議論が必要である。
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